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研究成果の概要（和文）：本研究計画全体を通じて得られた知見を整理すると、第1に、政治的事件、外交的事
件、そして自然災害といった有権者にとって突発的な出来事は、いずれも彼らの政策選好や政治的価値観に影響
を与える。ただし、国内政治に関する事件の影響は限定的である一方、外交的な事件と大きな自然災害について
は影響が少なくとも2年から3年は継続する可能性が高い。第2に、選挙区における候補者数の変化も有権者集団
の政策選好を変えうる。具体的には、政党数が増えると被験者集団の政策選好の差が広がっていくことが明らか
になった。

研究成果の概要（英文）：The findings throughout this research project can be summarized in the 
following two points. First, political events, diplomatic events, and natural disasters, all of 
which are sudden events for voters, affect their policy preferences and political values. However, 
the impact of domestic political events is limited, while the effects of diplomatic events and major
 natural disasters are likely to persist for at least two to three years. Second, changes in the 
number of candidates in a district can also alter the policy preferences of a group of voters. 
Specifically, we find that the difference in the policy preferences of the subject group widens as 
the number of parties increases.

研究分野：政治心理学、政治行動論

キーワード： 政治的価値観　政策選好　自然実験　選択実験

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来の研究では、外交問題は国内問題よりも市民の政治行動や政治意識に与える影響は小さいとされてきたが、
本研究では、外交問題の方が市民の政治態度を長期に規定しうることが明らかとなった。市民にとってインパク
トの大きな政治的イベントが発生すると、その後状況が沈静化してもなお市民の間で政策選好や政治的価値観の
断片化が進行していくことを示している。仮にこのメカニズムが外交以外の領域でも機能している場合、いった
ん政治的分極化が発生すると、分極化のきっかけとなった事態が解消されたとしても、分極化の進行は止まらな
い可能性が示唆される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

市民が保持している政治的価値観(Political Values)は、特定の政策に対する選好はもちろんの
こと、政治参加や投票行動といった政治行動も規定している(Halman, 2007 など)。従来、こう
した政治的価値観は、その市民が比較的若い時期に家族や学校、あるいは、職場やマスメディア
などからの影響を受けるという｢政治的社会化(Political Socialization)｣によって形成され、一旦
形成された政治的価値観は比較的安定すると論じられてきた(Glass, 1986 など)。一方で、政治
的価値観が分極化(polarization)することで、例えば、都市－農村といった地域間対立や、若者－
高齢者といった世代間対立、あるいは党派間対立が先鋭化することが国内外で観察されている。
市民が持つ政治的価値観の方向性と強度が安定的だとすると、こうした分極化と集団間対立の
先鋭化は、政治学における重要なパズルの１つであると考えられる。 

近年の政治学における実験研究の普及によって、市民の所属集団に対する帰属意識や政策選
好は、従来の想定よりも容易に変化しうることが示されている(Klar, 2013 など)。もっとも、政
治的価値観の安定性について実証的に検証した研究は、政策選好や政治行動の安定性に関する
研究と比べて圧倒的に少なく、しかも、その結論は一致していない(Feldman, 2003)。調査や実
験によって回答者の政治的価値観を測定するにはためには、政策選好や政治行動と比較すると
どうしても抽象的な表現を使わざるを得ない。このことが、調査における質問項目や実験におけ
る処置(Treatment)の設計を難しくさせている。加えて、仮に政治的価値観を変化させるような
処置を割り当てることができても、その効果が継続的なものなのかどうかを測定するには長期
間対象者を調査し続けなければならない。したがって、政治的価値観の安定性を検証するには、
政策選好や政治行動の安定性の検証とは異なるアプローチを採る必要があると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 市民が有する政治的価値観は、彼らの若い時期に政治的社会化によって形成され、一旦形成さ
れると比較的安定するといわれてきたものの、その形成と変容の過程については未解明な部分
が多い。本研究の目的は、個人の政治的価値観の形成および変容過程、そして彼らの政治的価値
観が集団レベルで分極化していくメカニズムを解明することにある。具体的には、｢何が個人の
政治的価値観を安定・変容させるのか？｣そして、｢どのような条件が集団レベルにおける分極化
を引き起こすのか？｣の２つの問いに答えることを試みた。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するため、本研究では自然実験とサーヴェイ実験という 2 つの実験を組み
合わせて分析をおこなった。自然実験とは、何らかの事情で偶然ある処置(Treatment)を受けた
被験者とそうでない被験者とが無作為に決定されたり、研究者が観察したい応答変数とは独立
して処置の有無が決定されたりして、無作為割り当て実験に近い状況が発生したことを利用す
る手法である。本研究では、自然災害と外交イベント、そして内政イベントという 3 種類の事象
を自然実験として用いることで、市民の政策選好とその変化の測定を試みた。 
 本研究で用いたもう一つの手法は、サーヴェイ実験である。サーヴェイ実験とは世論調査にお
いて回答者に読ませる説明文や選択肢などを無作為に割り当てることによって、説明文や選択
肢が応答変数に与える効果を測定する手法である。特に本研究では複数の属性と水準から構成
される選択肢群を無作為に表示させて、回答者に選択させることで回答者の選好を推定する手
法である選択実験(Choice Experiment)を用いて市民の政策選好と、その選好を元にした集団形
成について分析をおこなった。 
 
４．研究成果 

本研究プロジェクトは、当初 2018 年度から 2020 年度までの 3 年間を研究期間としていた
が、新型コロナウイルス感染症の拡大のため、2020 年度に計画していた複数の実験が実施でき
ず、研究期間を 2 年間延長することとなった。研究期間延長後の最終年度であった 2022 年度に
おいても実験用のラボの使用制限や各種の行動制限によって被験者、回答者の確保が難しい状
態が続いたため、申請時における計画の一部を変更した上でプロジェクトを進めることとなっ
た。これまでの研究成果は以下○点に整理できる。 
（1）自然災害がもたらす市民の政治的価値観の変化 

有権者の政治的価値観の変化については、自然災害と後述する外交イベント、内政イベントい
う有権者が元々有している政治的価値観とは関係なく発生する事象を分析対象とすることで、
因果効果の厳密な測定を試みた。自然災害を対象とした研究では、熊本地震の被災地域において
NTT が発行する電話帳に記載された個人の中から無作為に回答候補者を抽出し、被災の程度や
国や行政からの支援の有無、それらに対する満足度、および国政選挙での投票先などについて郵
送調査を実施した。USGS から取得した地点ごとの揺れの大きさに関するデータと調査データと
を組み合わせることで、熊本地震における揺れの程度(最大表面速度)がその後実施された国政選
挙に与える影響について分析を実施した。 



分析の結果、被災の程度が大きい有権者ほど首
長、地元の国会議員そして与党に対して批判的にな
り、地域に対する帰属意識も低下することが明らか
になった。図 1 からわかるとおり、被災の程度が大
きくなるほど、現職の首長や与党議員に対する投票
確率が低下していくものの、政府や行政からの補償
や支援に満足すると確率の低下傾向は鈍化してい
くのである。本研究の成果は、日本政治学会(2018
年 10 月)および米国中西部政治学会(MPSA, 2019
年 4 月)で報告された。 
（2）外交イベントがもたらす市民の政治的価値観
の変化 

本研究では、外交的な事件が市民の政策選好に及
ぼす長期的な効果を測定する実験も実施した。この
実験は報告者が尖閣諸島をめぐる日中関係が緊迫
化した前後おこなった実験の追試となっており、外
交イベントによって形成された有権者の政策選好がどの程度維持されるのかを検証した。実験
の結果、日本人の武力行使に対する考え方は、この 6 年間でより断片化されてきていることが
示された。具体的には、尖閣諸島をめぐる外交イベントの発生後、平和主義的な選好を持つ市民
の割合は急速に減少し、特に若い男性にその傾向が顕著に見られた。また、市民が許容できる犠
牲者の数も事件後 6 年経過しても高いままであることも示された。一連の分析結果は、市民に
とってインパクトの大きな政治的イベントが発生すると、その後状況が沈静化してもなお市民
の間で政策選好や政治的価値観の断片化が進行していくことを示している。仮にこのメカニズ
ムが外交以外の領域でも機能している場合、いったん政治的分極化が発生すると、分極化のきっ
かけとなった事態が解消されたとしても、分極化の進行は止まらない可能性が示唆される。本分
析結果は、2019 年 8 月にワシントン DC で開催された米国政治学会の年次大会で報告された。 
（3）内政イベントがもたらす市民の政治的価値観の変化 
 2022 年 7 月に実施された参議院通常選挙にあわせて調査実験を実施し、政治的な事件が有権
者の政治的価値観や政策選好に与える影響を分析した。分析の結果、投票日直前に発生した事件
によって主に与党支持層と無党派層が与党に対する支持を強めたことが明らかになった。ただ
し、パネル調査の分析によって、こうした傾向は投票日から 3 ヶ月後には元に戻っており、無党
派の有権者が事件と選挙を経て与党支持になるケースは少ないことも示された。また、選挙区の
情勢変化が有権者の政策選好に与える効果に関する分析では、今回の参院選で新たに日本維新
の会の候補者が参入した選挙区では、他の選挙区に比べると、自民党支持者とれいわ支持者の政
策選好がそれぞれの政党が掲げる公約に接近していることがわかった。 
（4）市町村合併がもたらす市民－政治家関係の変化と政治態度 

全国の市町村から過去合併を経験した地域とそうでない地域を無作為に抽出し、当該地域の
選挙人名簿から無作為抽出した有権者に対して実施した郵送調査調査データの分析によって、
人口規模や主要な産業などを統計的に統制してもなお、合併を経験した市町村に住む有権者は
経験をしていない有権者と比較して、地元の政治家との接触頻度が低下し、政治や行政に対する
満足度も下がることが明らかになった。合併によって自治体規模が大きくなると、有権者が地方
議員や自治体と接触する機会が減少し、接触機会の減少が政治家に対する不信や行政に対する
不満を高めるのである。分析結果をまとめた論文は、国際学術誌である Local Government 
Studies から出版された。 
（5）市民が有する政治的有効性感覚の長期的変動と圧力団体の政治的影響力との関係 

1970 年代から 2000 年初頭までの圧力団体調査データとその調査に対応する時期に実施され
た世論調査データとの組み合わせることで、圧力団体の政策影響力の変化と市民の政治的有効
性感覚の変化との関係を検証した。分析の結果、各団体のアウトサイドロビイングの量の変化と
それらの団体に加入している市民の政治的有効性感覚の変化とが共変していることが明らかと
なった。すなわち、当該圧力団体が政府の政策に対して強い影響力を有していると認識している
時点において、そうした団体に加入している市民の政治的有効性感覚は他の市民と比べて高い
傾向にあり、圧力団体が認識する政策への影響力が低下している時点では、市民の有効性感覚も
相対的に低くなるということが示されたのである。分析の成果は、日本選挙学会の学術誌である
選挙研究に掲載された。 
（6）政党数がもたらす市民の政策選好の断片化 
 インターネットを通じた選択実験を実施し、選択肢の数が有権者の政策選好に与える効果の
分析をおこなった。政策の種類と政党の数を無作為に割り当てた選択実験で得られたデータを
用いて、潜在クラスロジットモデルを適用した推定の結果、政党数が増えると被験者集団の政策
選好の差が広がっていくことが明らかになった。たとえば、被験者に表示される政党数が 2 つ
の場合、政策選好にもとづいて推定された被験者集団も 2 つに収斂される傾向にあり、表示さ
れる政党数が増えると被験者集団の数が増えるとともに各集団のシュアも均等化していくこと
がわかった。現在、これら結果の頑強性を他の実験データで確認中である。 
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本研究計画全体を通じて得られた知見を整理すると、第 1 に、政治的事件、外交的事件、そし
て自然災害といった有権者にとって突発的な出来事は、いずれも彼らの政策選好や政治的価値
観に影響を与える。ただし、国内政治に関する事件の影響は限定的である一方、外交的な事件と
大きな自然災害については影響が少なくとも 2 年から 3 年は継続する可能性が高い。第 2 に、
選挙区における候補者数の変化も有権者集団の政策選好を変えうる。具体的には、政党数が増え
ると被験者集団の政策選好の差が広がっていくことが明らかになった。 
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